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特許競争における提携形成モデル

清 滝 ふ み

概要 本稿で は,特 許競争を してい る企業間の提携形成を分析す る。企業が生産す る財が同

質であ る場合 は,特 許競争に負 ける リス クがあ る場合で も,非 対称な2つ の提携 グループが

形成 され ることが示 され る。 また,財 が差別化 されてい る場合,差 別化の程度が高 くな ると

ともに提携の規模が大 き くな り,十 分差別化 されて いるような財の市場では全体提携が形成

され ることが示 され る。
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Abstract This paper examines the coalitional formation among firms in a patent 

race. When firms produce homogeneous goods in a Cournot oligopoly, they form 

two asymmetric associations even if there is a risk of losing in the patent race. 

Additionally, when firms produce differentiated goods, the size of the association 

increases according to the increase in the differentiation. If the differentiation is 

sufficiently large, firms form a grand association.
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1は じ め に

近年,技 術の高度化,経 済のグローバル化,消 費者の好みの多様化などの理由から,企

業提携の重要性が高まっている。特に,ラ イバル関係にある同業者同士の提携が大きく進

んでいる。たとえば,薄 型テレビの価格競争が激化する中で,東 芝とシャープが液晶で提

携 し,松 下と日立,ソ ニーとサムソンというように各社は提携を組むことで研究開発投資

の負担を削減 し生き残 りをかけている。また,自 動車産業においても,次 世代環境車の開

発をめぐり世界的な企業提携が加速 している。

同業種の企業間の提携を考えるとき,生 産物市場でライバル関係にある企業同士が,な

ぜ研究開発を共同で行うのかという疑問が生 じる。研究開発が成功 した後,ラ イバルにな

ると分かっている企業と提携を結ぶのはなぜかということを説明するために,本 稿では,

費用を削減する効果のある新技術に関する特許競争を考える。このとき企業が提携を結ん

でR&D投 資を協力 して行えば,他 の企業よりも先に新技術を開発 し,特 許競争に勝利す

る確率が高まるというメリットがある。そして,提 携の規模が大きいほど,特 許競争に勝

利する確率が高まるので,研 究開発に成功するかどうかの リスクを減らすことができるの

である。一方,新 技術の恩恵を同じ提携内の企業すべてが享受することになるので,一 社

で開発 した場合と比べて新技術か らの利益は少な くなる。提携の規模が大きいほど,新 技

術の恩恵は多 くの企業にいきわたることにな り,技 術開発成功後の利益は少な くなるので

ある。このように企業提携が企業の利潤に与える効果は,プ ラスとマイナスの効果があ

り,そ の結果企業の提携規模が決定されることになる。本稿では,さ らに生産物市場にお

ける製品の差別化の程度が企業提携の規模にどのような影響を与えるかを分析することに

する。

本稿で得 られる結果は以下のとおりである。同質財を生産する市場では,非 対称な2つ

の企業提携が形成される。そこでは,最 初に企業提携を提案できる企業が約4分 の3の 企

業 と提携を組み,残 りの企業が1つ の提携を組む。製品の差別化の程度が高まるにつれ

て,最 初に企業提携を提案する企業が属する提携の規模が大きくな り,十 分差別化の程度

が高い市場においては,全 体提携が形成されことが示される。

寡占市場での企業の提携形成を非協力ゲームを用 いて内生的に最初 に分析 したのが

Bloch(1995)(1)で ある。Bloch(1995)の モデルは2つ のステージに分かれている。第1

ステージでは企業の提携形成ゲームが行われる。彼は,企 業間の戦略的な提案応答を通 じ
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て,企 業 の 提 携 規 模 が 内生 的 に決 定 され る モ デル を構 築 して い る。 第2ス テー ジで は,生

産 物 市 場 で の 競 争 が 行 わ れ,各 企 業 の 利 潤 が確 定 す る。Blochの 貢 献 は提 携 形 成 を 非 協 力

ゲ ー ム を用 いて 分 析 し,提 携 の サ イ ズや 数 を 内生 的 に導 出 して い る点 で あ る。 彼 の モデ ル

で は,企 業 の 限 界 費 用 は提 携 の サ イ ズ と と も に減 少 す る と い う設 定 に な って い る。 つ ま

り,大 きな 提 携 を形 成 す る ほ ど,限 界 費 用 が 小 さ くな り,第2ス テー ジで の 生 産 物 競 争 で

有 利 に立 て るの で あ る。 したが って,限 界 費 用 を 小 さ くす る と い う観 点 で は全 体 提 携 が 望

ま しい こ と にな る。 しか し,全 体 提 携 の 場 合,限 界 費 用 が 小 さ くて も,第2ス テー ジで の

競 争 で 優 位 に立 つ こ とが で きな くな る。 その 結 果,全 体 提 携 は形 成 され ず,市 場 で は2つ

の 非 対 称 な 企 業 提 携 が 形 成 され る こ とが 示 され て い る。

本 稿 の モ デ ル はBloch(1995)に 基 づ い て い る。 しか し,Bloch(1995)で は,企 業 の

限 界 費 用 が 提 携 の サ イ ズ と と も に連 続 的 に減 少 す る と い う モ デル で あ った 。 した が って,

企 業 のR&D投 資 に リス ク はな い。 一 方,本 稿 で は特 許 競 争 を分 析 して お りR&D投 資 の

成 果 は特 許 競 争 に勝 利 す るか 敗 北 す るか で 不 連 続 にな る。 特 許 競 争 導 入 す る理 論 的 な 意 義

は,企 業 のR&D投 資 に リス ク を導 入 す る こ とで,Bloch(1995)の 結 果 が変 わ るか ど う

か を分 析 す る こ とが で き る こ とで あ る。 つ ま り,企 業 に と ってR&D投 資 に リス クが あ る

場 合 の 方 が,リ ス クが な い と き よ りも リス ク シ ェ ア リン グの 効 果 か ら提 携 の 規 模 を 大 き く

す る誘 因 が あ るの で はな いか と い う こ とを 分 析 す る こ とが で き る よ う にな るの で あ る。

本 稿 と 同様 にBloch(1995)の 提 携 形 成 モ デ ル を用 い て特 許 競 争 とRJVの 分 析 を して

い る も の と してJoshi(2008)が あ る。 彼 は,技 術 を 開 発 後,特 許 競 争 に勝 利 した 提 携 が

生 産 物 市 場 で 独 占 的 に行 動 で き るケ ー ス(drastic)に お い て,R&D投 資 が 他 の提 携 グ

ル ー プ に ス ピル オ ーバ ー す る ケ ー ス と しな い ケ ー ス を 比 較 して,ス ピル オ ー バ ー が あ る

ケ ー スの 方 が 提 携 の 規 模 が 小 さ くな る こ とを 示 した。 ま た,各 企 業 が 協 力 的 に提 携 の 利 得

を最 大 にす る よ う にR&D投 資 水 準 を選 ぶ こ とが で き る場 合,全 体 提 携 が 生 じる こ とを 示

した。Joshi(2008)は,第2ス テ ー ジ で企 業 は 独 占者 と して 行 動 す る とき,企 業 の 利 得

は他 の 提 携 か らは独 立 で あ り,市 場 の 提 携 行 動 は対 称 とな る こ と を示 して い る。 これ に対

して,本 稿 やBloch(1995)で は第2ス テ ー ジで 他 の 企 業 か らの 負 の 外 部 性 を 受 け る効 果

が 入 って い るの で,提 携 構 造 は非 対 称 に な る。 ま た,Joshi(2008)で 分 析 さ れ て い るの

は 同質 財 の 市 場 で あ るが,本 稿 で は差 別 化 の 程 度 と提 携 の 規 模 の 関 係 を 分 析 して い る と い

う点 で 異 な る。

(1)提 携 形 成 を 内 生 的 に分 析 して い る他 の 文 献 と して は,Bloch(1996),Yi(1997,1998),Joshi

(2008)な どが あ る。
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本 稿 で は,企 業 のR&D投 資 の 水 準 は固 定 で,イ ンセ ン テ ィ ブの 問 題 は分 析 され て いな

い。 一 方,Kamienetal.(1992)で は提 携 に お け る企 業 間 の 戦 略 的 な 投 資 水 準 の決 定 が

分 析 され て い る。 彼 らは,費 用 削 減 投 資 の ス ピル オ ー バ ー が 限 定 的 な ケ ー スをR&D,投

資 が 提 携 内で 完 全 に シ ェア さ れ る ケ ー ス をRJVと 呼 ん だ。 そ して,各 ケ ー ス にお いて 企

業 が 自 己の 利 潤 を最 大 にす る よ う に投 資 を選 ぶ ケー ス(R&D競 争,RJV競 争)と,提 携

内の 企 業 の利 得 の合 計 を最 大 にす る よ うに投 資 を 決定 す るケ ー ス(R&Dカ ル テ ル,RJV

カル テル)に わ けて 投 資 水 準 を 比 較 して い る。 その 結 果,RJVカ ル テル の と きが も っ と も

投 資 量 が大 き くな るの に対 して,RJV競 争 の と きが フ リー ライ ダ ー 問 題 の た め投 資量 が

最 小 とな る こ と を示 し た。 しか し,Kamienetal.(1992)で は,提 携 形 成 の 過 程 は分 析

して お らず,す べ て の 企 業 が 一一つ の 提 携 を 形 成 す る と い う前 提 の も とで 分 析 が 行 わ れ て い

る。

本 稿 の 構 成 は 以 下 の とお りで あ る。2節 で モ デ ル の 設 定 が 提 示 さ れ,3節 で,ク ー ル

ノ ー市 場 で の 企 業 の 生 産 量 の 決 定 問 題 が 分 析 され る。4節 で は,提 携 形 成 ゲ ー ムを 解 くこ

と に よ り,最 適 な 企 業 提 携 構 造 を導 出す る。5節 で は,製 品 の 差 別 化 を 導 入 して,差 別 化

の 程 度 と提 携 の 規 模 の 関 係 を 明 らか にす る。 最 後 に6節 で 今 後 の 研 究 の 課 題 を 述 べ る。

2モ デ ル

η個の事前 に同質的な企業で形成される寡 占市場 を考える。企業の有限集合をN=

{1,…,η}で 表わす。各企業は新技術開発のための提携を組む ことができる。企業 乞が属

する提携グループを 畠 ⊂Nで 表す。各企業はただ一つの提携グループに属することがで

きる。企業 ぽが属する提携 θ、の企業数を5,で 表す。

モデルのタイミングは以下の通 りである。

第1ス テージ(R&D)提 携交渉が行われ,企 業提携が形成される。そ して各企業が研

究開発投資を行 う。各企業提携グループ間で特許競争が行わ

れ,各 企業の費用が確定する。

第2ス テージ(生 産)生 産物市場でクールノー競争が行われ,各 企業の利潤が実現す

る。

本稿では,企 業は費用を削減するための新 しい技術を開発ために研究開発投資を行うと
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す る。 この 新 しい技 術 を最 初 に開 発 した企 業 提 携 グル ー プ は特 許 を 申請 す る こ とが で き る

とす る。 つ ま り,新 技 術 を 最 初 に発 明 した提 携 に属 して い る企 業 の み が 第2ス テー ジ にお

いて 低 費 用 で 生 産 で き るの で あ る。 こ こで,最 初 に技 術 を開 発 した グル ー プの 限 界 費 用 を

Q,そ れ 以 外 の企 業 の 限界 費 用 をCん で表 す とす る(Q<Cの 。 単 純 化 の た め,投 資 の イ ン

セ ンテ ィ ブ 問題 は な い と仮 定 し,各 企 業 の 投 資 量 は 紛=lforallブ ∈Nで あ る とす る。

そ して,企 業 乞が 属 す る提 携 グル ー プ が 研 究 開 発 競 争 で 勝 利 す る 確 率 ω・は,Tulluck

(1980)に お け るcontestsuccessfunction

一一 ■JL↓ 「 り

で 与 え られ る とす る(2)。この 式 は,提 携 の規 模 が大 き い ほ ど特 許 競 争 に勝 利 す る確 率 が 高

くな る こ と を表 して い る。 したが って,特 許 競 争 は,企 業 に多 くの 企 業 と提 携 を 形 成 させ

る誘 因 を も たせ る こ と にな る。 しか し,第2ス テ ー ジ に お いて,ク ー ル ノー 競 争 が お こな

わ れ る た め に,提 携 の 規 模 が 大 き い と,せ っか く特 許 競 争 に勝 利 を して も,第2ス テー ジ

に お いて 低 費 用 の 多 くの ラ イバ ル を 持 つ こ と にな り利 潤 が 下 が って しま う。 した が って,

第2ス テ ー ジの クー ル ノー 競 争 の 局 面 で は,特 許 競 争 に成 功 した と きの 提 携 企 業 数 は少 な

い ほ うが 良 い と い う こ と にな る。 この よ う に,本 稿 の モ デル で は,企 業 提 携 は研 究 開 発 を

成 功 す る効 果 を 高 め る とい う メ リ ッ トと,生 産 物 市 場 で の 競 争 を激 化 さ せ る と い うデ メ

リ ッ トが あ るの で あ る。

3同 質財クールノー寡占市場における生産量の決定

企業 乞が直面する逆需要関数を

とす る。 第2ス テー ジ に お いて,企 業 ぽの 限 界 費 用 は,第1ス テー ジで の 特 許 競 争 に勝 利

(2)搬 的 な ・・n・est・uccessfun・ti・nは 蝋 ・)一 舞 爵(・ 〈 ・ く ・/@-1))で あ る.こ こ

で,α は努力以外の要因が結果 にどの程度影響を与え るかを表 してお り,α が0に 近づ くほ ど,そ

れぞれの参加者 の勝率 は等 しくな り,逆 にαが大 き くなるほ ど,も っとも大きな努力を した参加

者が勝者 とな る確率が高 まる。
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した場 合 吻,負 け た場 合Cん とな って い る。 各企 業 に固 定 費用 はな く,企 業 乞の 費 用 はC漁

で 与 え られ る とす る。 この と き,企 業 ぽは利 潤

を最 大 にす る よ う に生 産 量q乞 を決 定 す る。 この 問 題 の1階 の 条 件 は,

である。企業 ブ(ブ≠の についても同様の条件が成立するので,

を得 る。 ま た,一 階 の 条 件(2)よ り,π1=q多 とな る。

企 業 乞が 特 許 競 争 に勝 利 した グル ー プ に所 属 して い る場 合,乞 を 含 め た8,個 の 企 業 の 限

界 費 用 がQと な り,残 りの π一5,個 の 企 業 の 限 界 費 用 が 砺 とな る。 した が って,(3)式 よ

り,特 許 競 争 に勝 っ た と きの 生 産 量 は

となる。

一方,企 業 乞が敗者 グループに所属 している場合 には,企 業 ぽの限界費用はCん となり,

提携 亀 に属する企業の限界費用もcん となる。 しか し,提 携グループが3つ 以上存在する

場合,ど の提携 グループが特許競争に勝利するかで限界費用がQと なる企業の数が違 っ

て くる。そして,企 業 ぽの生産量も勝者 の提携グループに属する企業数に依存することに

なる。いま特許競争に勝利 した企業グループの企業数を5ゴ(ブ∈1>/5の とすると,企 業 乞

が特許競争に負けた場合の,(期 待)生 産量は

ρ
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となる。

4提 携 形 成 ゲ ー ム

第1ス テージにおいて,企 業はリスク回避的であり,

を最 大 に す るよ う に提 携 を形 成 す る とす る。 こ こ で,励 は特 許 競 争 に勝 利 した と きの 利

潤 を 表 して お り,π 論 は特 許 競 争 に 負 け た と き の 利 潤 を 表 して い る。π,=酵 で あ る こ と

と,(4)式,(5)式 よ り,

とな る。

提 携 形 成 ゲ ー ム は,Bloch(1995)の モ デル と 同 じ方 法 で 次 の よ う に行 わ れ る とす る。 ま

ず,企 業1が 提 案 者 とな り,提 携.4を 提 案 す る。 も し 且 の す べ て の 企 業 が この提 案 に合

意 す れ ば,提 携.4は 形 成 され,残 りの 企 業 間 で 同 じゲ ー ムが 繰 り返 さ れ る。 も し 且 に属

す る企 業 κが 拒 否 す れ ば,こ の提 携 は 形 成 され ず,次 の ラ ウ ン ドで 企 業 んが 提 案 者 とな

る。 例 え ば,企 業 数 が3つ の 場 合,企 業1は どの 企 業 と も提 携 しな い{1}か,企 業2と

提 携 す る{1,2}か,企 業3と 提 携 す る{1,3}か,全 体 提 携{1,2,3}か を 選 択 す る

こ と が で き る。 も し全 体 提 携{1,2,3}を 提 案 す る とす る な ら,企 業2と 企 業3が 合 意

した と き だ け提 携 が 成 立 す る。 も し企 業2が 拒 否 す るな らば,企 業2が 次 の ラ ウ ン ドで 提

案 者 とな る。 も し,企 業2が 合 意 して,企 業3が 拒 否 す るな らば,企 業3が 次 の ラ ウ ン ド

で 提 案 者 とな る。 企 業 は利 得 を 割 り引 か な い と仮 定 す る。
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提 携 ・4に属 して い る企 業 が,さ ら に β との提 携 を 望 む か ど うか を 考 え て み る。 も しも

提 携 且 の と きの 利 得 よ り もBと 合 併 した と き の 利 得 の ほ うが 大 き い な らば,且 の企 業 は

提 携.4+Bを 選 好 す る こ と にな る。

した が っ て,・4≦ 篇ヂ な ら ば,孟 はBと 合 併 す る こ とを 選 好 す る。 こ こ で注 目す べ き

は,こ の 条 件 がBの サ イ ズか ら独 立 で あ る こ とで あ る。

も し,企 業1が81≦ πヂ の 提 携 を 提 案 す る とす るな らば,上 記 の 条 件 よ り51=η を 提

案 す る よ う に逸 脱 した ほ うが 利 潤 が 高 くな る。 したが って,企 業1が 提 案 す る提 携 の サ イ

ズ は51>π 吉!で な け れ ば な らな い。 そ の結 果,残 りの 企 業 の 数 η一81は ㊥+1)/2よ り

小 さ くな るの で,次 に提 案 す る企 業 は52=η 一51を 提 案 す る。 したが って,こ の 市 場 で 形

成 され る提 携 グル ー プ は多 くて も2つ とな る。

次 に,企 業1が 提 案 す る提 携 サ イ ズの 決 定 問 題 を 考 え る。 企 業1に よ る提 携 が 成 立 した

後 で,残 りの す べ て の 企 業 は1つ の 提 携 を 形 成 す るの で,企 業1の 期 待 利 得 は

とな る。 企 業1は,(7)式 を最 大 にす る よ う に51を 決 定 す るの で,1階 の 条 件 は

と な る。 したが って,51=3穿1の とき企 業1の 利 潤 は最 大 に な る。

命 題1特 許 競 争 を と もな う 同質 財 ク ール ノ ー寡 占市 場 に お いて 形 成 され る提 携 構 造 は

8={5'1,5'2}と な る。 ここで,5'1の サイ ズs1は(3η+1)/4に 一 番近 い整 数 で あ る。
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2つ の提 携 グ ル ー プが 形 成 さ れ る とい う結 果 は,Bloch(1995)に お け る 同質 財 クー ル

ノ ー寡 占市 場 と同 じ結 果 で あ る。Bloch(1995)で は研 究 開 発 投 資 に リス クは な く,提 携

の 規 模 が 大 き くな る ほ ど費 用 削 減 効 果 が 大 き くな るの で,企 業 は規 模 が 大 きな 提 携 に属 す

る誘 因 を も って い た。 一 方 本 稿 で は,特 許 競 争 を 考 え て い る た め,企 業 は投 資 を して も費

用 を 削 減 で き るか ど うか は 不 確 実 とな って い る。 命 題1はR&D投 資 の成 果 に リス クが

あ って も,線 形 の 需 要 関 数 を もつ ク ール ノ ー寡 占市 場 に お いて 形 成 され る企 業 提 携 グル ー

プの 数 は変 化 しな い こ とを 示 して い る。

本 稿 に お いてBloch(1985)と 同 じ結 果 に な っ た の は以 下 の理 由で あ る。 本 稿 で は,R

&D投 資 に は リス クが 伴 うが,提 携 の 規 模 が 大 き い ほ ど特 許 競 争 に勝 利 す る確 率 は高 ま る

の で,リ ス ク を減 らせ る と い う効 果 が あ る。 したが って,特 許 競 争 が あ る場 合 で も,リ ス

ク回 避 的 な企 業 は,特 許 競 争 に負 け る こ とを 恐 れ る た め提 携 の 規 模 を 大 き くす る誘 因 を も

つ 。 したが って,第1ス テ ー ジ で は,投 資 に リス クが な いBlochモ デ ル と 同 じ効 果 を 持 つ

こ と に な るの で あ る。 一 方,第2ス テ ー ジで は,全 体 提 携 の 場 合,費 用 を 削 減 す る技 術 を

入 手 して も,す べ て の ラ イバ ル 企 業 が 同 じ費 用 とな って しま う た め に,生 産 物 市 場 の 競 争

に お い て 優 位 に 立 つ こ とが で き な い 。 した が って,第2ス テ ー ジで の ク ー ル ノ ー競 争 で

は,特 許 競 争 に勝 利 す る提 携 グル ー プの サ イ ズが 小 さ い ほ ど企 業 に と って 良 くな る。 つ ま

り,研 究 開 発 の 段 階 で は,企 業 は大 きな 提 携 を 選 好 し,事 後 の クー ル ノー 競 争 の 段 階 で は

小 さな 提 携 を選 好 す るの で あ る。 その 結 果,た とえ 研 究 開 発 に リス クが あ る場 合 で も クー

ル ノ ー寡 占市 場 で は全 体 提 携 が 形 成 され な い と い う結 果 にな るの で あ る。

5差 別化財 にお けるクールノー競争 と提携形成

前節までは同質財を仮定 して分析 してきた。同質財を生産する企業の場合,第2ス テー

ジで他の企業の限界費用が低 くなると自社の生産量が下がるという負の外部性があった。

その結果,す べての企業が一つの提携グループを形成 してR&D投 資を行うということは

起こらなかった。一方,完 全に差別化された市場では,独 占企業と同様にな り他の企業の

限界費用の低下による負の外部性を受けない。 したがって,第1ス テージでの リスクを減

らすという効果のみにな り全体提携が形成されると予想される。そこで,本 節では前節の

モデルを一般化 し,差 別化の程度とともに,提 携の規模がどのように変化するのかをみて

いくことにする。
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企業 乞が直面する逆需要関数を

とする。ここで7(0≦7≦1)は,差 別化の程度を表すパラメーターである。7=1の と

きは,各 企業の生産物が同質であり前節のモデルに対応する。またッ=0の 場合は,そ れ

ぞれの企業の生産物が完全に差別化されており,第2ス テージで各企業が独占企業として

行動することを表 している。

3節 と同様に第2ス テージの企業の利潤最大化問題を解 くことにより,特 許競争に勝っ

たときの生産量は

とな る。

第1ス テ ー ジで の 企 業 の 期 待 利 得 は,

と な る 。
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であるので,企 業1の 提案する提携の規棚 が2+(彗非 より小さいならば,提 携Bと 合

併 した方 が よ くな る。 したが って,企 業1が 提 案 す る提 携 の 規 模 は2+(n-12ツ)ツよ り大 き くな

けれ ばな らな い.こ こで,2+(η 一127)ツは一 の 減 少 関 数 で あ り,7-1の と き最 小 とな り,

π吉1と な る
。 した が って,差 別 化 財 の 市 場 で は,4節 で分 析 した 同質 財 の 場 合(7=1)

よ り,企 業1が 提 案 す る提 携 の 規 模 は大 き くな る。

蝶1は ・・>2+(彗 ≠ の 提 案 を す るの で の 一 ・・〈2+(舞1)ツ とな る・ した が って,残

され た企 業 は1つ の 提 携 を 形 成 す る(52=γZ-51)。 つ ま り,同 質 財 の 場 合 と 同様,差 別 化

され た市 場 で も形 成 され る提 携 の 数 は最 大 で2つ とな るの で あ る。

企 業1に よ る提 携 が 成 立 した後 で,残 りの す べ て の 企 業 は1つ の 提 携 を 形 成 す るの で,

企 業1の 期 待 利 得 は

とな り,企 業1は,⑫ 式 を最 大 にす る よ う に5、 を決 定 す る。

命題2企 業1が 提案する提携の規模は,差 別化の程度が高 くなるとともに大き くな

る。差別化の骸 が低いと舗 ≦7≦1),・i3寧 となり,差 別化の程度が+頒

い と き(0≦ ッ ≦ の,全 体 提 携 吋=η)が 形 成 され る。

証明 数学付録参照。

3π十2一 ツ

fは ツ の減 少 関数 で7=1の とき最 小 とな る。 り・=1の とき は,4節 で 分 析 した

同質 財 の ケ ー スで あ り,5歪=3穿1で あ る。 そ して,差 別 化 の 程 度 が 高 くな る(7が 小 さ く

な る)と と もに企 業1の 提 携 の規 模 は大 き くな り,差 別 化 の 程 度 が 十 分 高 い と き に51=η

とな る。 つ ま り,命 題2は 差 別 化 が 高 い産 業 に お いて は全 体 提 携 が 形 成 され る こ とを 示 し

て い るの で あ る。

4節 の 同質 財 の 分 析 で 明 らか にな っ た よ う に,第1ス テー ジの 特 許 競 争 の 観 点 か ら は提

携 の 規 模 を大 き くす る方 が よ く,第2ス テ ー ジの 生 産 物 競 争 の 観 点 か ら は提 携 の 規 模 が 小

さ い方 が よ い とい う トレー ドオ フが 生 じた。 生 産 物 が差 別 化 され て い る場 合,ツ が 小 さ く
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な る ほ ど,第2ス テー ジの 市 場 競 争 が 緩 や か にな るの で,提 携 の 規 模 を 小 さ くす る効 果 が

小 さ くな って い く。 その 結 果,差 別 化 の 程 度 が 高 くな る につ れ,企 業1が 提 案 す る提 携 の

規 模 が 大 き くな って い き,全 体 提 携 が 形 成 され る よ う にな る。

も っ と も極 端 な ケ ー スで あ る7=0の ケ ー ス にお いて は,第2ス テー ジの 生 産 物 競 争 の

効 果 が 全 くな くな る。 したが って,全 体 提 携 が 形 成 され,全 企 業 が 協 力 してR&D投 資 を

行 う こ と にな る。 この と き新 しい技 術 の 成 果 は全 企 業 に付 与 され る こ と にな るが,7=0

の ケ ー スで は,生 産 物 市 場 に お いて 企 業 は独 占企 業 と して 行 動 で き るの で,他 の 企 業 の 費

用 が 低 くな る こ と に よ る負 の 外 部 性 は受 けな い。 したが って,第1ス テー ジの 特 許 競 争 に

負 け る リス ク を減 らす と い う効 果 の み とな り,提 携 の 規 模 は最 大,つ ま り全 体 提 携 が 生 じ

るの で あ る。

6お わ り に

本稿では,企 業が特許競争をしている場合の企業間提携を分析 した。特許競争は企業の

R&D投 資にリスクがあることを表わ しており,企 業は提携を形成 して共同でR&D投 資

を行うことによりその リスクを減 らすことができた。 しか し,技 術開発後の生産物市場で

は,同 じ提携内の企業であってもライバルとなるために提携の規模を大きくすることは,

利潤を下げる効果があった。その結果,特 許競争というリスクがある状況でも,生 産物が

同質である場合には,全 体提携が成立せず,2つ の提携グループが形成されることが示さ

れた。この結果は,R&D投 資にリスクが全 くないBloch(1995)と 同様の結果である。一

方,生 産物が差別化されている場合には,生 産物市場での負の効果が薄れるために,十 分

差別化された市場では全体提携が形成されることが示された。 したがって,本 稿の分析に

より,企 業の提携の規模を決定するのは,投 資の リスク要因よりもむ しろ財の差別化の程

度であるということが言えるのである。

最後に今後の研究の課題を述べる。第1に,本 稿ではR&D投 資の水準は外生であり,

企業のインセンティブの問題を分析 していなかった。 しか し,各 企業が投資水準を自由に

選択できる場合,提 携の規模が大きくなるにつれてフリーライダー問題が生 じ,イ ンセン

ティブの問題が深刻になる。その結果,各 企業が戦略的に投資水準を決定できる場合 に

は,提 携の規模は本稿で導出された水準より小さくなると予想される。 したがって,今 後

は企業のインセンティブ問題をモデルに導入 し,提 携形成問題を分析する必要がある。

第2に,本 稿では同質の企業を仮定 していた。 しか し,実 際には,大 企業あるいは産業
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をリー ドする企業と中小企業あるいは後発的な企業との提携が多 く観察されている。そこ

で,異 質な企業間での提携交渉を分析することにより,企 業提携の効果がより明らかにな

ると考え られる。

第3に,本 稿での提携形成のステージでの提携の提案交渉モデルはBloch(1995)に 基

づいている。 このモデルの問題点は,最 初に提案する企業1が 企業1か ら企業51ま での

提携を形成するまで,残 りの5!+1か らηまでの企業が提案を行わないという点である。

つまり,企 業51+1か ら企業 ηの企業は自分たちより大きな提携が形成され,特 許競争に

おいて不利に追い込まれることを知っていなが ら何 ら行動をとらずに待っているというモ

デルになっている。 しか し,よ り現実的な企業提携を考える場合,企 業間で提携形成の競

争が行われると考えるべきである。 したがって,同 時に複数の企業が提携を提案すような

モデルを構築することを今後の研究課題としたい。

数 学 付 録

命題2の 証明

企業1が 解 く問題は

で あ る。 この 問 題 の ラ グ ラ ン ジ ュ関 数 を

と定 義 す る。 最 適 解5iは クー ン ・タ ッカー の 条 件



の 解 で あ る。

η一51>0の と き,(A2)よ り,λ=0と な る 。 よ っ て,(A1)よ り,∂ 課¥1=0と な る。

し た が っ て,

よ っ て,5*は ツ の 減 少 関 数 で あ り,ッ ー1の と き 最 小 で5*=(3η+1)/4と な る 。

も し,あ る7の も と で,∂ 課争>0と な る な ら ば,(A1)よ り,λ>0と な る 。 よ っ て,

(A2)よ り,

を得 る。
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